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研究成果の概要： 
本研究の目的は、経営パラダイムの転換を図る既存企業が、転換に資源が欠けている状態か

らアライアンスという手段を利用する際の、アライアンス先との交渉と、アライアンスによる

技術形成との連鎖的メカニズムを明らかにすることにある。事例として松下電器のコンピュー

タ事業を取り上げるが、調査内容は松下のノートパソコン「レッツノート」に関する技術形成

に絞り込んだ。資源・能力アプローチに基づき、松下社内の固有技術の上に、性質的に異なる

コンピュータ技術をどのように取り入れ、融合し、独自の技術を発展させたのかを分析した結

果、以下のような知見を得た。第 1 に、「レッツノート」の直接的な技術の源流は、日本 IBM
の OEM 生産提携と、社内開発した輸出用 IBM 互換パソコンであった。第 2 に、技術面の特

徴として、松下グループ内部ではオープンアーキテクチャに適用した本体の開発技術が 70 年

代から社内で形成され、80 年代に日本 IBM や海外パソコンメーカーとの OEM 提携を経て、

本体に関する開発技術も強化され、90 年代社内周辺装置の集結によって製品の付加価値を高め

た。第 3 に、組織面の特徴として、初期の本体に関する開発技術はコンピュータ事業部以外の

組織で蓄積されたこと、提携から身に付けたパソコン技術以外に、従来陳腐化しつつあったラ

ジオ技術やワープロの生産ノウハウも転用されたことなどが明らかになった。 
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１．研究開始当初の背景 
 長年好業績を維持してきたにもかかわら

ず、既存事業の経営パラダイムが急激に崩壊

する企業は近年少なくない。従来の経営パラ



ダイムが通用しなくなる前に、いち早く変革

の必要性に気づき、新たなパラダイムを構築

するような経営手法が重要な関心事になっ

てきている。しかし、既存企業には、従来ビ

ジネスと新しいビジネスを両立させるジレ

ンマ、経営者の反対などその実行を遅らせる

要因が強く存在している。このような局面を

打開するために、外部企業から技術を導入す

るという選択肢が一つの可能性を秘めてい

る。例えば、松下電器（現パナソニック。以

下、松下）は、アライアンスによって、家電

からコンピュータを中心とする経営パラダ

イムに転換し、多くの困難を伴うなか、新た

な競争力を着実に構築しつつある。そのメカ

ニズムの分析に当たる研究成果は、申請者の

博士論文にまとめた。この研究では、資源依

存理論の動態化を図ることによって、アライ

アンスの価値創造メカニズムのうち、外面的

な交渉メカニズムの解明が可能であること

が示された。 
経営パラダイムの転換について、従来の研

究では組織の自力変革が取り上げられるこ

とが多い。外部資源の導入による変革に注目

する研究においても、アライアンスの内面的

な学習メカニズムの分析に傾斜している。し

かし、既存企業では新しい仕組みの構築に制

約がある場合、学習よりも、交渉条件がアラ

イアンスの成立を左右する。また、学習に対

する情報開示や資源のコミットメントは、事

前の交渉から得られた交換比率によって決

まるため、交渉のパターンが学習に影響を与

える側面が見られる。これらの点から見ると、

外部資源による経営パラダイムの転換を分

析する際、制約条件が交渉と学習メカニズム

に与える影響や、両メカニズムの相互作用を

統合的に捉える視点が必要となる。 

松下がアライアンス先に対し交渉を行っ

ていく際の、アライアンスによる組織内面的

な学習も確認できた。アライアンスの交渉と

学習という2つのメカニズムは相互作用の関

係にあるが、博士論文では特にアライアンス

の外面的な交渉メカニズムに注目した。既存

企業のアライアンスによる学習、さらに交渉

と学習の連鎖的メカニズムを分析すること

は、次の研究課題となっていた。これが本研

究を開始するに至るまでの背景である。 

 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、資源依存理論と資源・能
力アプローチを統合する動態的な視点に基
づき、経営パラダイムの転換を図る既存企業
が、転換に資源が欠けている状態からアライ
アンスという手段を利用する際、アライアン
ス先との交渉と、アライアンスによる技術形

成との連鎖的メカニズムを明らかにするこ
とにある。 

事例としては、松下が家電分野からデジタ
ル分野に経営パラダイムを転換していくプ
ロセスを取り上げる。そのプロセスのなかで、
松下がアライアンスによってコンピュータ
技術を導入する際の、内面的な価値創造（学
習）メカニズムに注目して考察し、その結果
を交渉メカニズムと関連付けることを目論
む。 
企業革新についての従来の実証研究の多

くは、既存企業の組織内部の変革過程に着目
している。外部資源の利用による新しい事業
の構築プロセスを追う研究はほとんど見ら
れない。本研究は、アライアンスからいかに
交渉力・技術・能力を形成するかについての
要因を明確化し、要因のカテゴリー化を図る。
また、実証面においても、日本を代表する松
下が長期にわたって家電技術からデジタル
技術に経営パラダイムを転換していくプロ
セスを追跡することで、技術変化の速い環境
における、既存企業の経営実践に寄与する研
究となる。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、研究全体の流れを理論編・実
証編と分ける。理論編はアライアンスの内部
的学習メカニズムに関する理論や、製品開発
論、製品アーキテクチャ論、プラットフォー
ム理論といった関連理論、また先行研究のレ
ビューと整理を行った。それにより、アライ
アンスから資源を内部化することに影響を
与える要因を整理した。 
実証編は、松下のコンピュータ事業に関す

る分析がほとんどなかったため、本研究は主
に聞き取り調査による事例分析という方法
でアプローチした。松下が家電事業からデジ
タル事業に移行するプロセスを明らかにす
るために、松下と富士通の合弁子会社元技術
幹部、松下元技術者、パナソニック AVC 社
IT プロダクツ事業部事業推進グループマネ
ージャー、技術者などを聞き取り調査対象と
して調査を実施した。  
  
４．研究成果 
 聞き取り調査に当たって、アライアンス同士
の評価の不対称性や、終了したアライアンスの
効果を遡及的に捕捉することの難しさもあるため、
本研究では調査の内容は松下電器のパソコン
に関する技術形成に絞り込み、主に資源・能
力アプローチの視点からアライアンスの内
面的な価値創造メカニズムを中心に考察し
た。 

現在の松下のノートパソコン技術は日本
IBMのOEM生産に携わった経験にまで遡る
ことができるが、アライアンスが解消された
あとの松下の技術自律化行動が現在の技術



の確立を導いた。パソコン技術の確立に向け
て、松下ではグループ会社との連携、技術者
のモチベーションの維持、顧客に対応する研
究開発体制などの組織的取組が見られる。 
以下では、松下のノートパソコン「レッツ

ノート」の技術形成経路を中心に、松下社内
の固有技術の上に、性質的に異なるコンピュ
ータ技術をどのように取り入れ、融合し、独
自の技術を発展させたのか、そのプロセスの
解明をめぐる研究成果を挙げる。 
  
(1)「レッツノート」の技術形成経路 
 パソコン事業について、松下は 70 年代か
ら取り組み始めたが、事業に関わる主体は本
社だけではなく、グループ会社の松下通信工
業（以下、松下通信）、富士通との合弁子会
社パナファコムも含んでいた。その取り組み
の過程は図 1に整理した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 松下のパソコン事業と「レッツノート」

の開発経路（1996 年まで） 
 
図 1から見ると、製品の特徴と携わる主体

によって、松下のパソコン事業は大きく 70
年代、80 年代、90 年代に分けることができ
る。70 年代には本社が事業に関わっていたが、
実際はパナファコム、松下通信が主体となっ
てパソコンの開発、販売を行っていた。80 年
代前半では、本社、パナファコム、松下通信
がそれぞれパソコンの開発に携わっている

なか、パソコン事業は徐々に本社に集約され
つつあった。本社主導の事業体制は 90 年代
になってようやく整えられ、90 年代中盤から
一貫してノートパソコンの開発が行われて
きている。 
 現在、松下には 2 つの製品ラインを持って
いる。1 つは国内市場向けに販売しているモ
バイルパソコン「レッツノート」である。も
う 1つは海外市場のみをターゲットする特別
仕様ノートパソコン「タフブック」である。
「レッツノート」と「タフブック」はそれぞ
れ明確な製品特徴で競合他社との差別化を
はかった。「レッツノート」は軽量化・長時
間電池駆動・耐久性を訴求とする製品である
のに対し、「タフブック」は耐震動性能や防
滴／防塵性能といった過酷な環境下でも使
用できる用途に特化している。 
図 1 に示した「レッツノート」の技術形成

経路は 2 つのメインルートに分けられる。ま

ず、「レッツノート」の直接的な技術の源流

は、1996 年に特別プロジェクト室が開発し

た「レッツノート」AL-N1 に溯る。特別プロ

ジェクト室は 1983年に日本 IBMのパソコン

「5550」の OEM 生産を引き受けるために設

立された組織であったが、日本 IBM の発注

が 90 年代に入ってから大幅減になったとい

う危機感から、自社ブランドで活路を見出そ

うとした。「レッツノート」と日本 IBM の

OEM 生産に携わる開発組織とが同じである

ことは、日本 IBM との提携から学んだ技術

と経験は「レッツノート」の開発に転用され

たことを意味している（図 1 の A）。 

本社 松下通信工業 パナファコム
*富士通との合弁会社7

0
年
代

▼マイブレーン
　JDシリーズ（'78）
　MPU：インテル
　OS:BASIC,CP/M

▼Lkit（'77）
　MPU：自社開発

8
0
年
代

▼オフコン
　BCシリーズ（'78）
　MPU：インテル
　OS：自社開発

▼JRシリーズ（'81）
　　MPU：富士通互換

▼MSX（'83）
　MPU：インテル ▼オペレート

　シリーズ（'83）
　MPU：富士通
　OS:富士通

▼Panacom M（'87）
　MPU：インテル
　DOS/V機
　OS：富士通

▼BTRON（'88）
　MPU：インテル
　OS:自社

9
0
年
代
～

▼輸出用IBM
　互換PC（'83）
　MPU：インテル

▼レッツノート
　1号機AL-N1（'96）
　CPU：インテル

▼Panacom V（'93）
　CPU：インテル
　DOS/V機

▼Woody
　AVパソコン（'94）
　CPU：インテル
　DOS/V機

▼マイブレーン
　JBシリーズ（'82）
　MPU：インテル
　OS:MS-DOS

▼日本IBM PC
　OEM生産（'83）
　「5550」,「5540」,
　JX等
　MPU：インテル

A.技術・組織

B.技術

E.組織

D.技術

▼タフブック（'96）
　CPU：インテル

また、「5550」の生産に当たって、初期開

発と量産に向けた工程の開発はそれぞれ松

下通信のマイブレーン開発部門と特別プロ

ジェクトの開発部門が担当した（図 1 の B）。

そのため、「レッツノート」の開発にも松下

通信のパソコン技術が応用された。製品の特

徴から見ると、マイブレーンの初期機種 JD
シリーズと後継機種 JB シリーズとともにイ

ンテルの MPU を、OS はそれぞれ BASIC と

MS-DOS を搭載した。これは、モジュール化

部品を利用したパソコンの開発を意味し、松

下グループ内では 80 年代初期にすでにオー

プンアーキテクチャに対応できる開発能力

があったと推測できる。日本 IBM の「5550」
シリーズもオープンアーキテクチャであっ

たため、松下が OEM を引き受けるために、

松下通信の技術支援を要請したと考えられ

る。 

C.技術・組織

2 つ目のメインルートは輸出用 IBM 互換

パソコン「タフブック」から来る（図 1 の C）。

「タフブック」の現在の設計思想（堅牢性な

ど）は 1996 年に定着したが、その前身は松

▼レッツノート・タフブック（'97）
U：インテル　CP



下が1989年に再開した輸出用 IBM互換ノー

トパソコン「CF-150」である。この製品の後

継機種は社内初めての軽量・高性能を付加価

値としたパソコンとなり、その設計のコンセ

プトはその後定着した。輸出用 IBM 互換ノ

ートパソコンの開発は実際、1983 年の本社

の取り組みに溯る（図 1 の D）。当時松下は

輸出用のパソコンに IBM互換機路線を採り、

ラップトップパソコンの発売は 1985 年に初

見した。そのパソコンはグループ会社松下電

子工業（当時）製プラズマディスプレーを搭

載したもので、東芝が世界初の LCD 搭載ラ

ップトップ／ノートパソコンを発売したの

は同じ年であった。このように、松下社内で

は、オープンアーキテクチャに基づく開発の

スタイルや、「レッツノート」に見られるデ

ザインはすでに 80 年代後半に形が現れたと

言える。 
輸出用 IBM 互換パソコンの開発ルートと

は別に、様々な開発組織が「タフブック」の

開発部隊と再編・統合された。統合されてき

た組織は、例えば 1993 年から Panacom V、

AV パソコン Woody を開発・発売したコンピ

ュータ事業部などが挙げられる（図 1 の E）。

「タフブック」と「レッツノート」の開発部

門が 1997 年に統合され、新設されたパソコ

ン事業部では双方の技術交流が図られた。

「レッツノート」のデザインは 1996 年に発

売されてから現在まで、3 回ほどデザインの

変更が行われた。現在の「レッツノート」の

デザインは 2002 年に確立されたが、そのデ

ザインには「タフブック」の堅牢性などの設

計コンセプトが応用され、同事業部内の技術

転用があると見られる。 

 

（２）「レッツノート」の技術形成経路に見

る技術・組織面の特徴 

①技術面の特徴 

「レッツノート」の技術経路は技術の保有

主体と、パソコン技術の 2 つ軸に分け、さら

に前者を固有技術とアライアンスから取得

した技術に、後者を本体開発技術、ソフトウ

ェア技術、周辺装置技術に分類して考察した

結果、「レッツノート」の技術形成における

技術面の特徴は以下のようにまとめること

ができる（表 1 参照）。 
第 1 に、「レッツノート」の技術源流は一

貫してオープンアーキテクチャに基づかれ

たパソコン開発技術である。第 2 に、パソコ

ン技術について、松下グループ内部ではオー

プンアーキテクチャに適用した本体の開発

技術が 70 年代から社内で形成された。「レ

ッツノート」に見られるノートパソコンの技

術や付加価値を高める思想も 1980 年代半ば

から形が現れた。第 3 に、固有技術とアライ

アンスによって取得した技術から見ると、松

下のパソコン技術は、70 年代に固有技術の生

産技術・周辺装置技術を元に展開された。80
年代に日本 IBM や海外パソコンメーカーと

の OEM 提携を経て、パソコン生産技術の基

盤がさらに固められただけではなく、本体に

関する開発技術も強化された。提携によって

取得したパソコン本体開発技術は固有技術

と融合された。90 年代後半から松下はグルー

プ会社内にある周辺装置技術を集結し独自

の周辺装置部品をアーキテクチャに盛り込

むことによって、新たな価値の創造に成功し

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術種類
製品（本体） ソフトウェア

本社、
グループ会社

BCシリーズ、
マイブレーン等

モジュール化部品に基づ
く開発技術

標準OS、
自社開発

富士通
（パナファコム）

Lkit、Cファミリ等 MPU、本体
（ともに共同開発）

富士通、
パナファコム

本社、
グループ会社

輸出用IBM互換PC等 モジュール化部品に基づ
く開発技術、ラップトップ

MS-DOS

富士通
（パナファコム）

オペレート MPU 富士通

日本IBM 、大手海
外メーカーのOEM

日本IBM 5550等 パソコンアーキテクチャ

本社、
グループ会社

輸出用IBM互換PC等 パソコンアーキテクチャ、
ノートPC技術

富士通 Panacom M BIOS 富士通

日本IBM 、大手海
外メーカーのOEM

日本IBM 5550等 パソコンアーキテクチャ、
ノートPC技術

90年代前半 本社、
グループ会社

Panacom V パソコンアーキテクチャ、
ノートPC技術

　　　　　後半 本社、
グループ会社

輸出用IBM互換PC、
タフブック

パソコンアーキテクチャ、
ノートPC技術

　　　　　後半

時代

70年代

80年代前半

技術ソース 関連製品

表 1 「レッツノート」の技術形成に関連

する技術ソース 

 
②組織面の特徴 
「レッツノート」の技術源流を辿ると、「レ

ッツノート」の開発に関わる組織面の特徴と

して、まず初期の本体に関する開発技術はコ

ンピュータ事業部以外の組織で蓄積されて

きたことが挙げられる。第 2 に、「レッツノ

ート」の開発に当たって、提携から身に付け

たパソコン技術以外に、従来陳腐化しつつあ

ったラジオ技術やワープロの生産ノウハウ

も転用された。これについては固有技術が組

織スラックとして社内に保留し、アライアン

スによって技術を温存したと見ることがで

きる。第 3 に、松下はパソコンの付加価値を

高めるためにグループ企業から周辺装置を

調達し独自のパソコンを開発している。社内

の技術を統合するためにグループ内の組織

間関係をどのように調整するかは技術統合

の鍵となる（表 2 参照）。 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
表 2 「レッツノート」の開発に関わる事業

組織の変化 
 

このように、本研究の射程をアライアンスの内

面的な価値創造の側面に拡張し、松下のパソコ

ン技術の形成経路を考察した。この知見は、松

下のパソコン事業に関する数少ない先行研究に

対して事実を発見した上で、アライアンスの内面

的と外面的な価値創造メカニズム相互作用の解

明と理論化をおこなうものであった。 

以上の考察から、松下は「レッツノート」

の開発に当たって、確かに先行研究が指摘し

たように、社内資源の集結・ブラックボック

ス化により他社に模倣されない競争優位を

構築してきたと言える。ただし、松下は 1989
年から輸出用 IBM 互換パソコンや、90 年代

以降パソコンを開発する際に、すでにそのよ

うな開発コンセプトを重んじていた。また、

レッツノートは現在のデザインまで 3回の設

計変更が行われているが、なぜ現在のデザイ

ンが競争優位につながるのかという疑問が

湧いてくる。 
また、松下は 1985 年にノートパソコンを

開発したが、日本 IBM との提携関係でノー

トパソコン技術の蓄積をしばらく中断せざ

るを得なかった。「レッツノート」の開発は

従来から日本 IBMと深く関わっていたため、

松下と日本 IBM との提携関係がもたらすプ

ラス面とマイナス面のダイナミックスは、松

下内部のパソコン技術形成を分析するもう

１つの切り口となる。 

 さらに、本研究の成果は、松下社内ではパ
ソコン事業を成功させるために、積み重ねた
組織能力の革新があった可能性が高いこと
を示している。松下の組織能力をどう捉える
かは興味深い研究課題となる。これらの疑問
や知見は今度の研究課題として取り上げた
い。 
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